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1．はじめに
　近時の経営経済学の研究は，経営経済的計算制度と貸借対照表論にっいての究明にかなりとり組ん
できている1）。シュマーレソバッハによって展開された動的貸借対照表理論の理論的完全性をめぐる
論議もhtこれに関連して，白熱を帯びてきている。この中でシュマーレソバッハの動的貸借対照表理
論に内在する欠陥が次第に刻明に明らかにされ，また，一一i方でこれを修正するためワルプやコジオー
ルは独自の「動的」貸借対照表論を展開してきた2）。これらのさまざまな論争から，「貸借対照表の
復活」は「さまざまな動的貸借対照表観からの最終的訣別」で始まるというととがいわれるようにな
ってきた3）。
　シュマーレソバッハは自己の貸借対照表理論において，商人の成果計算と収支計算を用いる成果計
算とを区別している。すなわち，商人の成果計算は収益費用の計算であり未解決項目を考慮しなけれ
ぽならない点で，簡単な収支計算とは区別されねばならないとするのである。したがって彼の示した
動的貸借対照表理論は，流動性領域と成果領域との関係を究明するものであり，したがってその目的
はたとえば財産目録作成に供するためというようなものではなかった。経済取引は，動的貸借対照表
理論の範疇においては，それが流動性領域または成果領域に関連する場合にのみ考慮されるのであ
る。したがって動的貸借対照表の作成にとって重要となるすべての記録は，簿記技術的には，支払手
段勘定と成果勘定という二勘定の系列で処理されることとなる。動的貸借対照表理論が「二勘定系列
理論」とよばれるゆえんである。
　動的貸借対照表理論の問題点にっいては今までさまざまな形の文献が広範にわたってとりあげられ
てきているが，この二勘定系列に関する量的関係については一般的な分析を欠いているように思われ
る。そこで本稿はこの点にっいてGert　Brttningの最近の論文4）を手がかりに若：Fの考察を試みよ
うとするものである。
　2．　動的貸借対照表理論の二勘定系列
シュマーレソバッハは現金や預金を流動手段またば支払手段（Zahlungsmitte1；ZM）とよんだ。
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この支払手段の流れ，すなわち収入および支出（収支）は支払手段勘定に記入される。
　任意のt期末における支払手段在高は，期首の支払手段在高に比して期間収入分だけ増加し，期間
支出分だけ減少する。支払手段を勘定番号1で示せば次のようになる。
　　　　　　　　　　　－11現　金一121A銀行
　　　　　　　　　　一12銀行預金一一122　B銀行　　　　1．支払手段一
　　　　　　　　　　一13　郵便小切手　一123　C銀行
　　　　　　　　　　一14余剰現金
　また，累積した収支の流れからのt期末における支払手段在高はつぎのように導出される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　支払手段（ZM）
累積収入 1▽t 　1▽t
（IVt－Vlt）
累積支出
残　　高
　ll期末支払
手段在高
　支払手段在高と同様に，留保金もある期間から別の期間へとわたって集計される。したがって任意
のt期末における留保金額は期首在高よりも期間利益分だけ増加し，または，期閲損失分だけ減少す
る。損益勘定を勘定番号2で示せばつぎのようになる。
　　　　　　　　　　－21収益一［：臨誌
2．損　　益一
一22費　　用一
一221材　料　費
一222仕　入　高
223人　件　費
一224減価償却費
一一Q25その他の費用
また，累積した損益の流れからのt期末における留保金在高はつぎのように導出される。
　　　　　　　　　　　　　　　留　　保　　金（資　　本）
恥2
??????
咄
???
金保
??
（
?」」穐
（???????????
▽2t 累　　積　　収　　益
（救済を含む）
3．　未解決項目のない動的貸借対照表
　ある期首において支払手段および自己資本の開始残高がゼロであり，したがって次式がすべての期
について妥当するとすれば，留保金在高は現金在高または現金不足高と同じとなる。
一88一
　　（3－1）　　期間の収支の流れ＝期間の損益の流れ
　　　　　　　　　すなわちi，」V‘＝Vti，　j但しi，　jは勘定番号であり　i≠j
　この場合にはすべての収支は直接的，すなわち同一の期間において損益に関係するものであり，す
べての収益費用は直接に流動性に関係あるものである。このような特殊な場合には次式が妥当する。
（3－2）
（3－3）
期間支出
ΣVtj，1＝
j
期間収入
Σi，jVt＝
j
碧欝難鞘騰驕期間費用
　　Vt2，1　　＝　　2，1Vt　＝Σ2，iVt
　　　　　　　　　　　　　　i
損益に関係す流動性に関係　　　　　　　　　　　　　期間収益る期間収入する期間収益
　　1，2Vt　＝　　Vtl，2　＝ΣVt，，2
　　　　　　　　　　　　　　1
　この式はすべての期に妥当すると仮定されているので，時系列を考える必要はない。この式に対応
する記帳ベクトルを示せばつぎの通りである。
譲」 Vi，1 Vi，2
1，jV
2，jV
借 貸
・1・
借　　　　貸
　　　12，1V　＝　V2，1
　　　1
借　　　　貸
　　　11，2V　＝　V1，2
　　　1
借 貸
・1・
前式および上図により動的貸借対照表を導出すればつぎのようになろう。
N
支払手段 留保金
?
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　さて以上の記帳ベクトルはつぎの条件を前提としでいる。
　①支払手段変化や損益変化とならんで実体財産項目，債権，出資金および債務が生じるが，これ
　　．らは，経営転換過程の中で，同一期内に，流動性または損益に関係して解決される。
　②純粋支払手段の流れおよび損益の流れを生じる結果，行列簿記i，iV／Vi，iの分野はプラ子とな
　　る。
　たとえば費用の支払いについて，当期に発生した費用を後月に支払うことが考えられる。この場
合，費用をいつ支払うかが重要であり，同一期間内に支払うのであれば「費用・未支出」という未解
決項目は解決され，期末での貸借対照表作成には関係しなくなる。
　これと同様に得意先からの売掛入金についても，たといそれが一定のタイム・ラグをもってはいて
も売上と同一・一・の期間内に支払いを受ければ流動性に関係なく解決されることとなる。
　未解決項目はまた，純粋支払手段および純粋損益の変動と関連しても生じるGiV＝Vi，i）。シュマ
ーレソバッハは例として，当期に返済される無利子の短期貸付金をあげている。もし自己の必要とす
　　　　　　　　　　1る給付との相殺があれぽ，それもここにふくめられる。
　以上のケースは，前述の（3－1）式の拡張へと導びく。しだがって，これにともない，（3－2）
　　　　　　　　　　i式および（3－3）式はつぎあように薪たに規定しなおされる必要が生じる。
損益に関係ある期間支出
　　　　Vt2，1　　　　　　＝
損益に関係ある期間収入
　　　　1，2Vt
流動性に関係ある期間収入
　　　　1，IVt
損益に関係ある期間費用
　　　　2，2Vt
流動性に関係ある期間費用
　　　　2，IVt．
流動性に関係ある期間収荘
　　　　Vtl，2
流動性に関係ある期間支出
　　　　Vt1，1
損益に関係ある期間収益
　　　　V2，2t
4．　動的貸借対照表の一般導出
　動的貸借対照表理論の目的は，流動性領域（収支計算）と損益領域（収益費用計算）との直接的結
びっきを確立することにある。例えば，家賃支出合計は経費としての支払家賃と同額にならなけれぽ
ならず，収入と収益についても同様である。すなわち，
???邸
???
』叩
?????
但し　2，1「Vtミ’Vt2，1
　　　より一般的にば
　　　　i，j・▽t＝・▽ti，j　　　但し　i，j「V宅「V㌔j・
であり，これにより借方記帳ベクトルi，j「Vとこれにともなう貸方記帳ベクトル「Vi，」との間の一般
的形式が見い出される。
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したがってこれを敷衛していけば，つぎの一般式が導出できる。
（4－・）損益に関係ある収入と流動性に関係ある収益との彪
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，t　　＿t　　　　　　　　1，2’Vtit「Vtl，2一　但し　1，2’V‘＝「V　i，2・
　（4－2）　　損益に関係ある支出と流動性に関係ある費用との関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿t　　　　　　　＿t　　　　　　　　「Vti，212，1’Vt　　　但し　rV　2，1＝2，1・V
　（4－35”流動性に関係ある収入と支出との関係　　　　　　　』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿t　　　＿t　　　　　　　　1，1「Vt≧「Vt1，1　　　但し　1，1「V＝「V　1，1　　　　　－
　（4－4）　　損益に関係ある費用と収益との関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿ち　　　＿t　　　　　　　　2，ivtirvt2，2　　　但し　2，2「V＝「V2，2
以上の（4－1）式から（4一4）式までを行列簿記に移記すればつぎのようになる・
譲〔1・ rVti，1 rVti，2
1，j「Vt
2，j「Vt
借　　　　　　．　貸　　　　1『
　1，1「Vt　l≡rVt1，1
　　　　1　　－　…・
借 貸
　　　12，lrVt≧rVt2，1
　　　1
借 ＿＿『．貸．
　　　　　　1
　　　1，2「Vも≡≡「Vt1，2
－一一一一一一’一 g…一一・　一・
借 t貸
　　　1
2，2「VtミrVt2，2
　　　1
　この行列簿記によりつぎの二式が導出される。
　　　　支払手段在高　　1Bt＝M▽t＋1，2▽t－▽tl，1－▽t2，1　・．　　　　　　　『’
　　　　留保金在高　　Bt2＝▽tl，2＋▽t2，2－2，1▽t－2，2▽t　　　　’　　　・
　したがって，　　　　　　　　　　’　　　　　　　　・　．　　　　　　　　‘
　　　　、BLB・2一蛇（1，2「V「一「V「1，2）＋t£（、，、叩一ゆ，，、）　　c
　　　　　　　　r＝1r＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　r＝1　r＝1
　　　　　　　　－　　　　　 　　　　 　（4－1）式参照　　　 　（4－2）式参照
　　　　　　　　　r　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r　　t　　　　　　　　＋ΣΣ（1，1「V「一「V「1，1）＋ΣΣ（2，2「V「－rV「2，2）
　　　　　　　　　r＝1r＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　r＝1　r＝1
　　　　　　　　｝　　㌔一一一一一一vr－一一一イ　　　　　　　　　　（4－L3）式参照　　　　（4－4）式参照
が導き出される。この場合，カッコ内数値はいずれも正，ゼロ，負の値をとりうるが，通常我々は，
t期における個別取引r∈Itに対応するカッコ内数値が負で，かつ，　r∈1’tに対応するカッコ内数
値が正となるような取引は考えない。
　上式を整理すれば・動的貸借対照表理論の貸借対照表等式についての一般に妥当する公式がえられ
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－91一
IBt
支払手
段在高
十 脚｝
????????????????????????
Bi＋，蓋・・（・．｛V〕Vl，1）＋，葛．・（、，｛V一「Vi，、）＋，i．・（、，≡V一「Vi、）＋，暑．・（1，；V一「Vl、）
｝　　一
留保金　　　　費　用　・
（資本）　　未支出
一　　一　　一
　収入・　　費用・　　収入・
　未支出　　未収益　　未収益
またこれをビラニツ・シェーマで示せばつぎの通りとなる。
　　　　　　　　　　　　　　　動的貸借対照表
借
? f 貸 方
　　　1．流動手段　　　　　 、Bt　1．留保金（資本）　　　　　Bt2
　　　2．支出・未費用　　Σ（「▽t2，、－2，、「▽t）　　　2．費用・未支出　　Σ（2，、「Vt－’Vt2，、）
　　　　　　　　　　　　rtlt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　reltt
　　　3．支出・未収入　　Σ（「VtM－、，、「V°）　　　3．収入・未支出　　Σ（、，、「Vt－「Vt、，、）
　　　　　　　　　　　　relt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　reltt
　　　4．収益・未費用　　Σ（「Vt2，2－2，2「Vt）　　　4．費用・未収益　　Σ（2，2’Vt－「Vt2，2）
　　　　　　　　　　　　rilt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　rtltt
　　　5．収益・未収入　　Σ（「Vt、，2－、，2「Vt）　　　5．収入・未収益　　Σ（、，2・Vt－「Vt、，2）
　　　　　　　　　　　　rslt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　rel’t
期首の留保金がそのつど自己資本勘定に振り替えられているならば，Bt2の項目は期間利益を示す
ことになる。
　　5．　動的未解決項目の分析
　前掲のピラソツ・シェーマによる貸借対照表と次掲の年度貸借対照表には，支払手段および留保金
という項目を共通してもっている。債権，その他の積極またはその他の消極については，したがっ
て，別の形で動的未解決項目と対応しなければならない。
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正規の簿記原則による貸借対照表
支　払　手段
債　　　　権
実　体　財産
　（＝その他の積極）
’　留　　保　　金
　資　　　　　本
　　　（＝その他の消極）
　これらの関係は，原材料についての簡単な例で説明される。
　原材料仕入ex　IOOG’Eの値で第一期に購入され，第二期にこの100GEを支払い，第三期および第
四期にそれぞれ半分ずつ疫入される。この例は動的な考察にあってはっぎのように記帳される。
　　　　　　　ttl　　t－2　t－3　t－4　　　　　　　　↓　↓　↓　↓
（2，11V；1V2，1）＝　（O，　O，50，50）
　　　　　　　流動性に関する費用
t”1　　t－・2　t－3　tロ4
　↓　↓　↓　↓
（O，100，0，　0）
損益に関する支出
　ここで示さている記帳ベクトルは，取引と結びついた流動性領域および損益領域の一時的な関連を
示している。この記帳が第一期末かそれ以前に生じたとすれば，これは純粋な計画変化（Planveran－
derungen）をふくむこととなる。もしこれが，第二期末または第三期末に生じたとすれば，過去の
有高変化（lstveranderungen）が言己帳ベクトルによって将来の計画変化と結びつき，さらに，記帳
が第四期またはそれ以降の期末に生じたとすれぽ，これは過去の有高変化を示していることになる。
　実務においては，まだ始まっていない取引とすでに終了した取引とが同時に同居することもめずら
しくないので，上式で示された動的貸借対照表理論の記帳様式は有高計算と計薗計算との統合を前提
としている。例えば第二期末で取引を考え，記号iで有高変化を，そして記号Pで計画変化を示すと
するならば，上記で示される記帳は支出（Oi，　IOOi，　OP，　OP）を費用（Oi，　Oi，50P，50P）と結びつけ
ることとなる。したがって，第二期末の動的貸借対照表にあっては，　「支出・未費用」という未解決
項目が100GEの大きさで記帳されねばならない。このような未解決項目は，事後指向的（ex－post－
orlentiert）に100　G　Eの大きさをもつ過去の支出についての注意書きと解釈され，同時にまた，100
GEの大きさをもつ将来の費用についての注意書きとも解釈される。このような未解決項目は，した
がって，動的な振り替えにおいては，「支出・未費用」として明らかになっているように，過去の有
高変化が将来の計画変化と結びつくこととなる。動的貸借対照表は，この種の未解決項目とならん
で，支払手段在高および留保金在高をもふくんでいるのである。
　次図では，支払手段および留保金とならんで第三の勘定グループ（すなわち実体財産としての）が
いつ考慮されるかということが示されている。この例では，動的二勘定系列理論の三勘定理論への拡
張の場合と同様に，未解決項目が生じることを示している。
　この図で示されている変化は，対応する取引と結びついた実体財産在高，債権在高および資本在高
にとっては十分ではない。これにはとりわけつぎの三つの理由が考えられよう。
　（1）二勘定系列に限定することは，投資取引を直接に把握せず，二勘定系列すなわち支払手段勘定
　　または損益勘定の投資取引に関連して把握する結果をもたらす。また上記の原材料仕入の例はっ
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「馬11きv「
〉
く
（oi，　Oloeop）
支出・未費用
費用・未支出
（100101090P）
1．支払手段
「V3，　1
3．実体財産
（0101090P）
x出・未費用〉?
「▽乏・彗・§▽「
費用・未支払
i0101090P）
3，iV「
＝（10011001100？100P）
　　　　　　＝（011001100？IOOp）
2．留　保　金
　「▽21・一一一一一→2a，▽「
＝（OIOI50？100P）　　　　：：＝（OlO～50？100P）
　　ぎのことも示している。すなわち，・第一期における；100GEの在庫投資（Lagerinvestition）　tlこも
　　かかわらず，これは「動的」二勘定系列には記帳されえない。なぜならば，動的貸借対照表理論
　　は，流動性に関係ある取引および損益に関係ある取引の把握に限定しているからである。レかる
　　にここで示されている取引は第一期においては流動性領域も損益領域もふれていないのである。
　　この；領域の間の直接的関係を確立できるという長所は，したがって，一定の経済的に重要な取
　　引を会計で十分考慮しなければならないのである。ところが，原材料の信用による購入は「未支
　　出・未費用」のカテゴリーで整序されるべきであるため，動的貸借対照黍には記載されないこと
　　になる。
　（2）ある期間に生じた未解決項目「支出・未費用」の大きさは実体財産変化の一時的負担，し牟が
　　ってこれと関連する支出からの債権または供給からの債務に十分には依拠していない。もし原材
　　料が第二期または第三期にはじめて供給され，または，この期に一部でも引き渡し炉あったとす
　　れば，この場合には同様の未解決項目が生じるであろう。
　（3）流動性関連性と損益関連性につし）てだけ考察してみても，，ある取引が主として投資領域に関連
　　するかどうか，す旗わち実体財産変化に導くかどうかという真とは，未解決項目からは判明しな
　　い。未解決項目「支出・未費用」は例えぽ，
　　　「用役給付に対する支出からの債権」，「供給に対する支出からの債権」，
　　　または，
　　　「実体財産在高」を示しているからである。したがって，動的貸借対照表と正規の簿記原則
　　（Grundsatz　ordnungsmaBiger　BuchfUhrung）に対応した貸借対照表との間には同形のものは
　　存在しない。このことは，動的な二勘定系列理論の実務上の利用を狭く制限することとなる一方
　　で，動的な考察方法は流動性領域と損益領域との間にある数期にわたる関係性（Verflechtung）
　　を理解し，したがって会計における計画計算を完全にする途を開くこととなる。
　このような動的貸借対照表理論の長所を実務上の利用に役立てようとするならば，動的二勘定系列
理論を動的三勘定系列理論へ拡張することを考えるべきであろう。動的三勘定系列理論は流動性勘定
および損益勘定とならんで実体財産勘定をも考察するものである。またことでは未解決項目が生じる
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6．　むすびにかえて
　シュマーレソバッハがその動的貸借対照表論において基礎としている出発点は収支計算である。こ
れを基としてそのうち，未収益）t未費用のもの，ならびに「収入・未支出」，「支出・未収入」のもの
を貸借対照表に記載し，純粋収支部分に相当する収益収入および費用支出を損益計算書に計上しよう
とするのである。この結果，貸借対照表は未解決項目を次期以降へ繰越すための連結環としての機能
をもっと解釈されるのである。貸借対照表は，この未解決項目を計上するが，同時に支払手段をも記
載する。未解決項目が解消されたあとに残るものがこれである。シュマーレソバッハの動的貸借対照
表論は，結果的に，この異なる二種類の勘定系列から成り立っていると考えられる。それは，流動性
領域と損益領域との関係の解釈に限定される二勘定系列理論である。このように構築された動的貸借
対照表論は，この点だけをとりあげてみるならば理論的に完全に近いものであろう。流動性勘定と損
益勘定との関係から導出される貸借対照表項目は，一定の条件の枠内では，補完または代替を必要と
しないであろう昌からである。　　”　　ジ
　動的貸借対魚表は一意的（ein6indeu’ti9）ではあるが～正綿り簿記原則に応じた貸借対照表のすべ
ての項目をふくんでいるわけではない。・流動性または損益に関係するすぺての取引峠動的貸借対照表
の一定項目tlC・t一意的に関係づけられてはいるが，実務上の正規の簿記原則を考慮して作成される商業
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貸借対照表は流卸性および損益に関する取引とならんで実体に関する取引もふくんでいる。すなわ
ち，そこでは実体財産の変化も考慮されているのである。動的貸借対照表ではこの点が加味されてお
らず，レたがって，Lつぎのまうなケ」メが記載されない。
　　①未収入未支出
　　②未収入未収益　　　　　　　　　　　 ，． @’一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝　　③　未費用　未支出
　　④　未費用　未収益
　　⑤前期の収入前期の支出
　　⑥前期の収入前期の収益
　　⑦前期の費用前期の支出
　　⑧．前期の費用　前期の収益
　動的貸借対照表にあってはこのような取引が考慮されないのである。正規の貸借対照表作成原則
（Grundsatz　ordnungsmaBiger　Bilanzierung）の観点にあっは，かかる取引が貸借対照表にとり入
れられるが，動的貸借対照表にとっては仮定的な収支の流れを想定することとなり，これは実質的な
貸借対照表変化（Bilanzveranderungen）をきたすこととなる。
　動的貸借対照表は一対一対応ではなく，したがって正規の簿記原則に応じた貸借対照表はそこから
は導出されえない。各取引を一意的に動的貸借照表の一定項目に関連づけうるという可能性からは∫
このような転換過程が可逆的であること，したがって一対一対応であるごとが結論されえない。ゆえ
に，慣習的な商業貸借対照表の一定項目は，一意的には，動的なカテゴリーにはふくめられないこと
となる。
　動的貸借対照表理論の重要な点は，未解決項目を示すため，したがって過去の有高変化を将来の計
画変化と並列するための手続上の拘束にある。しかしこのすぐれた点も動的貸借対照表論が正規の貸
借対照表作成原則に対応していないから実務には役立ちえないのである。
　第三の勘定系列（実体財産勘定）を考慮すれぽ，債権または資本在高として一意的に解釈される未
解決項目とともに正規の簿記原則をもふくめて動的貸借対照表が作成されることとなる。このように
拡大された動的貸借対照表は流動性領域（支払勘定で示される），投資領域（実体財産勘定で示され
る）および損益領域（損益勘定で示される）の間の各相互関連を明確に表わしうることとなり，正規
の簿記原則をも考慮しているので実務への適用もなされるであろう。
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